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貸 倒 れ の 諸 問 題  




















 世界経済の推移を示したものが、表 1 である。世界経済は、2007 年（平成 19 年）のサ





表１ 世界経済の推移  
         (%) 




日 本 0.2 0.3 1.4 2.7 1.9 2.4 2.4 ▲ 0.3 ▲ 2.6 
ア メ リ カ 0.8 1.6 2.5 3.6 2.9 2.8 2.0 1.1 ▲ 1.6 
ア ジ ア 5.8 6.9 8.2 8.6 9.0 9.8 10.6 7.8 5.5 
ヨーロッパ 1.9 0.9 0.8 2.1 1.6 2.8 2.6 1.0 ▲ 2.0 
世 界 2.2 2.8 3.6 4.9 4.5 5.1 5.2 3.4 0.5 
資料：IMF "World Economic Outlook Database for October 2008","World Economic Outlook 
Update January 2009"より 
（注）2006 年までの数値は、World Economic Outlook Database for October 2008 の数値。 
2007 年以降の数値は、World Economic Outlook Update January 2009 の数値より。 
（出所）中小企業庁編『2009 年版中小企業白書』経済産業調査会、平成 21 年 7 月、3 頁の図を 
数値で示したものである。 
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⑵ 我が国企業の倒産件数 
 我が国企業の倒産件数の推移を示したものが図１である。図１のとおり、企業の倒産件
数は、平成 13 年に 19,164 件と過去最高を記録したが、平成 15 年には 12,998 件にまで減





























（http://www.tsr-net.co.jp/new/zenkoku/transit/index.html,平成 21 年 9 月 19 日） 
により筆者作成 
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⑶ 負債総額の推移 
 負債総額の推移を示したものが、図２である。図２のとおり、負債総額は、平成 12 年
の 23 兆 8,850 億 3,500 万円と戦後最大を記録した後、平成 18 年まで減少を続けていた。
しかし、平成 19 年から再び上昇し、世界的経済低迷の影響を受け、平成 20 年には平成





























（http://www.tsr-net.co.jp/new/zenkoku/transit/index.html,平成 21年 9月 19日） 
により筆者作成 
 






















































































































































昭和 57 年 4 月 26 日東京地裁判決では、法人が金損金経理を行っていないということ
は法人において貸倒れと認識していないと判断でき、貸倒れの発生は認められないと判
示している一方 8)、平成元年 7 月 24 日東京地裁判決では、金銭債権を貸倒れとして法人
において損金経理していなければ貸倒損失を主張できないとする実定法上の規定はない
としている 9)。 




























































上、法人税法 22 条 3 項 3 号により損金の額に算入する。しかし、「貸倒れ」の事実に関して
は、法令では規定せずに法人税法基本通達９－６－１～３で示しており、これにしたがい各
事業年度の所得の計算上損金の額へ算入することとなる。 
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注 
1） 成松洋一氏の発言による（中村慈美・成松洋一・山本守之「貸倒損失の税務判断をめぐって」『税






本通達逐条解説五訂版』税務研究会、平成 20 年 6 月、872 頁)と、必ずしも同一条件が「合理的
な基準」とは限らないことが示されている。 
3）  同上 
4） 「相当期間」に関する解釈については、次を参照されたい。 
瀬戸口有雄『貸倒損失の税務』税務研究会、平成 18 年 7 月、75 頁 
5）  同上、78～79 頁 
6） 同上、79～80 頁 




も踏まえ、社会通念に従って総合的に判断されるべきものである。」（最（大）判平成 16 年 12
月 24 日 TAINS コード Z254-9877）と債権者の事情も考慮するべきと示されている。 










人税法 22 条三、４項の趣旨に照らし相当である。」（甲府地判昭和 57 年 3 月 31 日 TAINS コー
ド Z122-4967）では、昭和 42 年改正前の通達で示されていた状況を挙げ、損金の額に算入する
ためには、法人における損金経理が必要であると示されている。 




判平成元年 7 月 24 日 TAINS コード Z173-6335）として、損金の額に算入するためには、法人
における損金経理を要件とする実定法上の根拠はないとしている。 
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11） 前掲（注４）瀬戸口有雄、84～85 頁 
12） 瀬戸口有雄教授は、例えば 1,000 万円の売掛債権を有する場合に、100 万円の備忘記録を付し、
900 万円を貸倒れとして損金の額に算入した場合は、部分的な貸倒れとして否認を受けるものと
考えられることを指摘している。（同上、86 頁） 
13） 山本守之『体系法人税法 平成 21 年版』税務経理協会、平成 21 年 9 月、950 頁 
14） 山本守之教授は、経理要件も含め通達で示していることを指摘し、事実認定の問題とすること
には疑問があると述べている。（前掲（注１）中村慈美・成松洋一・山本守之 76～77 頁） 
15） 前掲（注 8）甲府地判昭和 57 年 3 月 31 日 TAINS コード Z122-4967 
 
 
（平成 21 年 10 月 15 日受付、平成 21 年 11 月 30 日再受付） 
